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1. 1. これまでの国内航空政策これまでの国内航空政策
（（Domestic Aviation Policies till NowDomestic Aviation Policies till Now））

1.1. インフラ整備インフラ整備
InfrastructuresInfrastructures
•• 新規空港の整備新規空港の整備

•• ジェット化ジェット化

•• ハブ空港の容量拡張ハブ空港の容量拡張

2.2. 規制規制//規制緩和規制緩和
Regulations/DeregulationsRegulations/Deregulations

•• 19701970年以前年以前

•• 4545--4747体制体制 （（19721972年年--19851985年）年）

•• 規制緩和規制緩和 （（19861986年後）年後）
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1.1 1.1 インフラ整備インフラ整備::建設・ジェット化建設・ジェット化
（（Infrastructures: construction and upgrading of airportsInfrastructures: construction and upgrading of airports））
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1.2 1.2 航空政策航空政策::規制規制//規制緩和規制緩和

（（Regulations/DeregulationsRegulations/Deregulations））

1. 2社体制（JAL, ANA）から3社体制（JAL, JAS, ANA）へ変更

2. 3社の事業分野を明確に分割

1. JAL: 国際線、国内幹線

2. ANA: 国内幹線、ローカル線、短距離国際チャーター

3. JAS （TDA）: 国内ローカル線、国内幹線

1970 （昭和45）: 閣議了解「航空企業の運営体制について」

1972 （昭和47）: 運輸大臣通達

4545--4747体制体制::
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1986: 基準 （DT = 700万人/年: TT = 1,000万人/年）
1992: 基準 （DT = 400万人/年: TT = 700万人/年）
1996:基準 （DT = 200万人/年: TT = 350万人/年）
1997: ダブルトラック・トリプルトラック廃止

規制緩和規制緩和 : : 路線複数社参入路線複数社参入

1.2 1.2 航空政策航空政策::規制規制//規制緩和規制緩和
（（Regulations/DeregulationsRegulations/Deregulations））

規制緩和：運賃規制緩和：運賃

1995: 営業政策的割引運賃、運賃の一部届出化

1996: 幅運賃制度の導入

規制緩和：規制緩和： 新規参入新規参入

1994: 航空審議会答申「後発企業に対する一定の便数確保」

1997: 新規参入会社に対する羽田空港のスロット配分
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2. 2. 研究の目的研究の目的
（（Research ObjectivesResearch Objectives））

1. インフラ整備： 新規空港の整備新規空港の整備, , ジェット化ジェット化,  ,  
ハブ空港の容量拡張ハブ空港の容量拡張

2. 規制緩和: 路線複数社参入路線複数社参入,  ,  運賃運賃, , 新規参入新規参入

国内航空政策国内航空政策

1. 航空のネットワークとサービス
2. 航空需要と特徴
3. 具体事例

• 新設空港の状況
• 空港間競争
• ジェット化の効果
• 新規参入
• 他のモードとの競争

時系列分析時系列分析
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•• 航空輸送統計年報航空輸送統計年報 「「19198585～～20200404」」 （毎年）（毎年）

国土交通省国土交通省 総合政策局総合政策局

•• 旅客地域流動調査旅客地域流動調査 「「19198080～～20200404」」 （毎年）（毎年）

国土交通省国土交通省 総合政策局総合政策局

•• 空港管理状況調書空港管理状況調書 「「19197878～～20200404」」 （毎年）（毎年）

国土交通省国土交通省 航空局航空局

•• 国内航空旅客動態調査国内航空旅客動態調査 「「19831983～～20032003」」 （隔年）（隔年）

国土交通省国土交通省 航空局航空局

•• 時刻表時刻表 「「19831983～～20020066」」 （毎年）（毎年）

データデータ
（（The DataThe Data））
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20200202年から廃止路線数が新設路線数を上回る年から廃止路線数が新設路線数を上回る
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15153.1航空のネットワークとサービス
（（羽田線の特徴羽田線の特徴））

•• 規制緩和後早期に長距離線が複数社化・増便規制緩和後早期に長距離線が複数社化・増便

•• 複数社化は複数社化は19901990年代前半まで年代前半まで、、以降は増便以降は増便

1993

→複数社化

2001

→増便

1986

規制緩和前規制緩和前

1～3便/日
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10便以上 /日
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3.2 3.2 航空需要航空需要
（国内航空需要）（国内航空需要）

「
座

席
、
旅

客
」
数

（
百

万
）

需要と供給はともに増加需要と供給はともに増加
19901990年ロードファクターはピーク年ロードファクターはピーク

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

0.0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1.0

ロ
ー
ド
フ
ァ
ク
タ
ー

座席数

旅客数

ロードファクター



(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006

1919

地域名
-5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45
2000-2004
1995-2000
1990-1995
1985-1990
1980-1985

北
海

道

東
北

関
東

・
甲

信
越

東
海

・
北

陸

関
西

・
近

畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

地域名

パーセント変化

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450 2004/2000
2000/1995
1995/1990
1990/1985
1985/1980

北
海

道

東
北

東
海
・
北

陸

関
西
・
近

畿
中

国

四
国

九
州

沖
縄

関
東

・
甲

信
越

全
体

全
体

乗降客数の変化 （百万人）

3.2 3.2 航空需要航空需要
（地域ごとの変化）（地域ごとの変化）



(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006

2020

338%338%920,916920,916名古屋名古屋 –– 福岡福岡20201010
483%483%1,000,3951,000,395羽田羽田 –– 高松高松8899

2314%2314%1,023,5751,023,575羽田羽田 –– 岡山岡山1188
236%236%1,026,7841,026,784羽田羽田 –– 熊本熊本343477
204%204%1,156,6751,156,675羽田羽田 –– 鹿児島鹿児島505066
295%295%1,590,7771,590,777羽田羽田 –– 広島広島252555
193%193%3,003,2573,003,257羽田羽田 –– 大阪大阪575744
299%299%3,046,2403,046,240羽田羽田 –– 那覇那覇242433
200%200%4,557,7954,557,795羽田羽田 –– 千歳千歳545422
233%233%4,625,1844,625,184羽田羽田 –– 福岡福岡353511

伸び率伸び率

（乗客数）（乗客数）

増加数増加数

（（乗客数乗客数））

路線名路線名順位順位

[[伸び率伸び率]]
順位順位

[[増加数増加数]]

3.2 3.2 航空需要航空需要
（乗客数の増加ランキング：１９８５→２００４）（乗客数の増加ランキング：１９８５→２００４）



(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006

2121

0

100

200

300

400

500

600

19
83

19
85

19
87

19
89

19
91

19
93

19
95

19
97

19
99

20
01

20
03

0

20

40

60

80

100

120

その他

19
83

19
85

19
87

19
89

19
91

19
93

19
95

19
97

19
99

20
01

20
03

私用

観光観光
仕事

乗客数乗客数 （（百万人百万人）） 伸び率伸び率 （（1985=1001985=100））

3.2 3.2 航空需要航空需要
（（利用者の属性－目的別利用者の属性－目的別））



(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006

2222

0

20

40

60

80

100
女性

19
83

19
85

19
87

19
89

19
91

19
93

19
95

19
97

19
99

20
01

20
03

男性男性

性別性別

3.23.2航空需要航空需要
（性別、世代）（性別、世代）

（（百万人百万人））

0

5

10

15

20

25

< 
20

歳
代

20
歳

代

30
歳

代

40
歳

代

50
歳

代

60
歳

以
上

世代世代

2003

1999

1995

1991

1987

1983

（（百万人百万人））



(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006

2323

30
歳
代

40
歳
代

50
歳
代

60
歳
以
上 観光・. 女

観光・ 男

仕事・女

仕事・ 男0
100
200
300
400
500
600
700
800

< 
20
歳
代

20
歳
代

乗客数乗客数

（（百万人百万人））

3.23.2航空需要航空需要
（年代・性別・目的別クロス）（年代・性別・目的別クロス）



(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006(C) Dr. Kali Prasad NEPAL, Institute for Transport Policy, 2006

2424
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さまざまな航空政策（インフラ整備・規制緩和）によってさまざまな航空政策（インフラ整備・規制緩和）によって

国内航空環境は変化した。国内航空環境は変化した。

２社・３社運行の増加、路線の増減、航空需要の変化、２社・３社運行の増加、路線の増減、航空需要の変化、

女性の観光移動の増加、高齢者の増加女性の観光移動の増加、高齢者の増加

空港間競争空港間競争, , ジェット化による需要の変化ジェット化による需要の変化,,新規参入によ新規参入によ

る競争促進、インフラ整備により航空需要変化る競争促進、インフラ整備により航空需要変化

今後の課題：今後の課題：
空港サービス水準の評価空港サービス水準の評価

地域間航空需要の特性地域間航空需要の特性

ハブ空港での混雑問題ハブ空港での混雑問題

ローカル空港問題の評価分析ローカル空港問題の評価分析

44 まとめまとめ
（（ ConclusionConclusion））
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